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本日は, ｢変革期にある統計, これからが面白い！｣ と題してお話させていただくわけです
が, 退職するのにこれからが面白いとは何かと思われるかもしれません｡ しかし, これが私の

























属する人口集団になるわけです｡    万７千人でした｡ これは同一年齢では最多人数です｡ こ
の最多人数ということは, 途中で人口数が大きく逆転するということがありませんので, 毎年
ついてまわることになります｡   歳になっても,   歳になっても｡ そういう中でやってこなけ
ればならなかった｡
この    年から大学卒業までですけれども,   年代には経済安定のための施策が採られ, 私











所属でしたから, 当然に浪人を余儀なくされました｡   年３月卒業ですから, 卒業するや否や
オイルショックにぶつかり, 国民の消費生活は大きな混乱に直面しました｡ これは大変だと思
いましたが後戻りはできませんでしたので, 夢中で勉強した記憶があります｡
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どもありましたが, 幸い  年に経済学部の副手,   年に助手になることができました｡ ほぼ  
年かかったわけであります｡ そして, 翌年  年に経済学部の専任講師になりまして, その後,




講師, それから助教授になり, そのころ教職員組合の書記長をやったこともありまして, 毎年
拡大執行委員として団体交渉に参加をしておりました｡ 大学総長に直接ものを申すことができ
ますので, そうであればとかなり勉強して臨みました｡









キャンパスで, 基礎ゼミナール, 経済学に加えて情報処理授業を展開しようとなりました｡ し
かし, これがけっこう大変でした｡ 支えるスタッフがいない中で, 多いときは   人の教室を
一人で授業担当するということをやりました｡ けれども, それがあって, 後ほど触れますけど
も, 経済学の情報処理の授業を展開することができるようになってまいりました｡
総長室の仕事をしていたころは, 学校の予算制度であるとか, ハード面, ソフト面の各種基







わらず, 忙しさは変わらない状況です｡     年の推計人口をみると,     年生まれがなお最多
人数となっています｡ 退職まで最多人数年齢のまま来ざるを得なかった｡ ですから, 経済学部













れも根強く行われていた｡ しかし, この時系列解析法に基づく予測の方は,     年の大恐慌の
予測に大失敗してしまう｡
そこで, これはだめではないか｡ やはり, 需給理論のような経済理論を考慮し, 理論に基づ
く計測を目指すのでなければならないのではないか｡ 機械的時系列解析ではなく, 理論に基づ
く統計的研究が大事であるという議論になりまして,     年に計量経済学学会が発足しました｡
その学会誌の創刊の辞では, 計量経済学は ｢経済学と統計学と数学の統合｣ であり, これから
は, 理論なき計測ではなく理論に基づく計測が大事であるとして, 計量経済学がスタートした
わけであります｡    年代の半ばには, 確率論の統計学への導入が本格化し, 推測統計学の理論に基づいて経
済関係式の計測が試みられるようになった｡ その後,     ケインズの経済学が出てくる｡ ケ
インズ自身は回帰モデル式の計測には懐疑的でしたが, ケインズ理論を型紙とした計量経済モ
デル式が登場することになる｡ しかも, 単一の関係式のみに注目していると, 他の関係式がそ
こに合流する多重共線性が発生する可能性があるから, 複数の関係式を同時に計測しなければ
ならない｡ 単一方程式モデルではなく同時方程式モデルの計測が必要である｡ そして, 単純な
多元回帰法でなく, 最尤法や二段階最小二乗法など, 推定量の漸近特性に注目した様々な推定




よって ｢モデルビルディングインダストリー｣ と名付けられた, モデル作成の隆盛期を迎える
ことになったわけであります｡ これは, わが国でも大流行し, 国の機関のみならず, 民間研究
機関においてもこぞってケインズ型計量モデルの作成競争が行われた｡ 高度成長期のただ中に
おいては, ｢経済計画｣ 作成のための多部門計量モデルがつくられ, 国の経済計画も科学的に
策定できるようになったかのように喧伝されたのであります｡
しかし, それも仔細に見ると, 個々の方程式の適合度は常に安定しているわけでなく, 推計
期間の取り方によって変動し, 予測精度も必ずしも良いものでなかった｡ そのため, 変数の追
加, 方程式の追加が繰り返され, 次第にモデルは大型化していった２)｡ まさに, 超大型マクロ
計量モデルの時代に入っていった３)｡
二度のオイルショックを経て,   年代に入ってくると, この繰り返しにもはっきりと陰りが
見えるようになる｡ いくら大型モデルを作っても, 一向に予測精度が上がらない｡ しかも, コ















１) 拙稿 ｢構造パラメ一夕の推定に関する考察 (一)｣ 『立教経済学研究』 第  巻第２号,     年９月｡
拙稿 ｢構造バラメータの推定に関する考索 (二, 完)｣ 『立教経済学研究』 第  巻第３号,     年１月｡
２) 拙稿 ｢計量経済モデルの大型化の一帰結｣ 『立教経済学研究』 第  巻第４号,     年３月｡
３) 拙稿 ｢同時方程式モデルとその計測方法の展開｣ 『立教経済学研究』 第  巻第２号,     年  月｡




それで, その後, 調査を通じて経済の動向を見ていこうということで,     年からですけれ
ども, 中小企業家同友会 (以下同友会) という経営者団体がありまして, ここでの調査に関わ
ることになりました｡ 私が集計・分析を担当する形で四半期の景況調査を始めたわけでありま
す｡ この団体は, 商工会議所, 商工会のような法制団体ではありませんが, 今これらの団体に
並ぶくらい, 中小企業庁も注目している団体であります｡ そして, とてもよく勉強する, 学ぶ
ことを重視する団体という特徴もある｡
よい会社をつくる, よい経営者になる, よい経営環境をつくる, そのためにどうしたらよい
か, こういうテーマでしばしばディスカッションの場を設ける｡ 基調講演の後, 必ず参加者に
よるグループディスカッションを行う｡ まるで一種の学会を思わせる運営をする組織でありま




られます｡ すなわち, 大学の研究室の方で, 調査票から紐解いて集計・分析をしていこうとい
うことになったわけであります｡ ただ, 回答するのは中小企業経営者ですからやはり忙しいと
いう面がある｡ ですので, 聞きたいことを山ほど掲げて聞こうとしてもだめなのですね｡ 過度
な負担を強いずに答えていただき, なおかつ回答することが被調査者にとっても意味のあるよ
うな調査票をつくる必要がある｡ このように考えました｡
ですから, 例えば, 売上の増加・減少とか, 採算の好転・悪化とか, こういう判断はまずで
きるでしょう｡ どこを基準に増加と判断するかは回答者に任せるわけですが, 経営者であれば
それは回答できる項目になる｡ それからもう少し進めて, 黒字なのか赤字なのか, 在庫が過剰
なのか不足しているのか, あるいは適正なのか, 人手もそうです｡ こうした点は一定の判断が
必要となります｡ もちろん, 経営者は判断できないといけない｡ その上で今経営上何が問題に
なっているのか｡ 今後の投資はどうするつもりなのか｡ 赤字といっても前向きな場合は, それ
で問題ない場合もあるわけですね｡ こうしたことを総合的に判断しながら業況感の回答を求め




会の開催が意味するもの―｣ 『月刊中小企業家』     年１月号, 東京中小企業家同友会,     年１月｡
る形にしました６)｡
そして, 実際に    年以降継続して四半期で調査をしました｡ 図２は,     年から    年の
第４四半期まで, ですから   回分の業況判断  (好転マイナス悪化企業の割合％) の結果で
す｡ 下の方を走っているのが, 中小企業庁・中小企業基盤整備機構の実施する 『中小企業景況
調査』 であります｡ 回答数は１万９千社くらいです｡ こちらは商工会議所, 商工会, 中小企業
団体中央会の指導員の皆さんが直接調査票を運び, 聞き取りで記入をする｡ ですから, 回収率
が大変高い｡
私たちが行った中小企業家同友会の 『同友会景況調査   』 は, 郵送調査ですから, 回収
率５割程度となります｡ 回答数は    社くらい｡ まったく別個の企業からの回答になるわけ
です｡ 回答規模からいってかなりの違いが出てくるかとも思われましたが, 波の高さこそ違い
ますが, その時々の経済状況, 市場の活性度というのはかなり反映されている｡ 個々には主観
的判断の回答もあるかと思いますが, 一定規模の回答を全体としてみると, 景気の動きがかな
り浮かび上がってくる｡ この点は驚きました｡ 景気の良い時は波が上がり, 悪い時は下がる｡
市場の収縮・拡張が波形にはっきりと表れてくる７)｡
これは  値ですから, 波が上に行くほど好転企業の割合が高くなるということを意味しま
す｡ ですので, 景気が良くなると波が上がり, 景気が悪くなると下のほうに下がるという波形
になります｡ このことは日銀短観の  値を見ても確認できます｡ 大企業, 中堅企業, 中小企
業の順に波の高さがはっきりと分かれてきます｡ 図２の場合は, 中小企業を対象とした調査で
変革期にある統計, これからが面白い！  
６) 拙稿 ｢水準で見るか変化方向で見るか｣ 『企業環境研究年報』 第２号,     年９月｡







私が関わってきた 『同友会景況調査   』 は, 日銀短観の中小企業の  値の少し下を推








営理念, 経営方針, 経営計画, こういうものを経営者はしっかり持たなければいけない｡ これ





組むのか, その目標, 価値観で, これを根底に置かなければいけない｡ しかも, これを経営者
の頭の中だけでなく, 社員のみんなと共有する, 外部の取引先や金融機関にも分かってもらう｡
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８) 拙稿 ｢企業家意識調査に見る企業経営の変容｣ 『統計学』   号, 経済統計学会,     年３月｡ 拙稿
｢経営環境の変化と中小企業調査―景況調査の方法的位置づけをめぐって―｣ 『中小企業季報』     年    , 大阪経済大学中小企業・経営研究所,     年７月｡
それでは, 経営指針の作成で具体的にどのような成果がえられたと考えられているでしょう
か｡ 調査が始まって  年たった    年に調べたときは, ｢人材が育った｣, ｢社内制度が整備さ
れた｣, これが経営者の実感だという受け止め方でした｡ これはこれで意味ある結果であり,
なるほどと思いました９)｡ そこで, それから  年少したった    年にもう一度立ち入って聞き
ました (図４)｡ 経営指針の作成の成果では, ｢顧客ニーズに対応した企画力・営業力が向上し
た｣, ｢人材育成につながった｣ が群を抜いて高い回答割合となっています｡ やや違った角度か
らの選択肢となっていますが, ほぼ同様の結果がえられています｡ 取り組んでみて, こうした
点がやはり実感されたわけであります｡
この    年の調査では, 経営理念の作成, 経営方針の作成, 経営計画の作成について, その
作成レベルを少し細かく聞きました｡ その作成レベルに分けて業況判断  の違いを見たもの
が図５です｡ 経営理念については, 作成して公開していないというのは極めて良くなく, やは
り ｢作成して社外公開｣ することが大事であることがわかります｡ 経営方針 (中・長期計画)
についても作成して, 社員との共有を図ることが大事である｡ そして何よりも大事なのは, 単






９) 拙稿 ｢中小企業団体が独自に取り組んだ景況調査としての   の意義｣ 『企業環境研究年報』 第
６号,     年  月｡  ) 拙稿 ｢      号記念アンケート調査結果について (経営指針策定と成果,    活用法｣, 『中小
企業家しんぶん』     年９月５日号,   月５日号｡
会の姿勢は正しかったのであると, 実感してもらえるわけであります｡ データを取り, 分析し,
誰にでもわかる形で示していく, これはどんな仕事でも大事な点ではないかと思うわけであり
ます｡
さて, 調査というと調査票がきて回答しなければいけない｡ 普通はこれは大変だ, 断りたい
と思うのではないかと思います｡ ただ, 今回同友会の調査に  年ほど関わってみて, 調査への
回答は負担のみかというと必ずしもそうではなく, ｢調査票を記入することで改めて現状を認



















はないかと思います｡ これは, 一中小企業団体の話ではなく, あらゆる組織に共通していえる
ことではないかと思います｡
４. 大学運営から学ぶ




かし, 仕方がありません｡ この時, 総長室の仕事ということで動き出してみて感じたのですが,
同友会調査に携わり, 経営者の動き, 企業の動き, 団体の動きを見てきたことがけっこう役立
ったということが記憶に残っています｡
当時, 立教大学というのはなかなかすごい大学でした｡ いまは施設設備がすごいですが, す
ごいの意味が全く異なります｡   年ですから, 今からほんの  ～６年前のことです｡ 施設・設
備が驚くくらい貧弱でした｡ 教室が足りない, 研究室も足りない｡ 研究室については学部によ
ってサイズが全く違いました｡ 一人一室で   ２ 近い研究室もあれば, 一部屋に何人もの教員
が入っている研究室もある｡ あるいは   ２ を切るくらいの研究室もある｡ ばらばらでした｡
それから, 学部による差, 図書のボリュームだとか資料室の規模も全然違う｡ 学部に専属の
変革期にある統計, これからが面白い！   
  ) 『同友会景況調査   』 の意義と成果については, 次にまとめておきました｡ 拙稿 ｢調査に基づ
く同友会運動｣ 『企業環境研究年報』 第  号,     年３月｡
職員がついていたり, いなかったり｡ 教員数と学生数の割合もかなり違う｡ それと何となく気
がついてはいましたが, ４号館に理学部の研究室と実験室が入っていましたが, あまり整備さ
れていない｡ 私は, 学部は理学部出身でしたので, 良い理学部であって欲しいと思っていたの
ですが, 実験はいったいどうしているのであろうかという気がしていました｡
受験生向けのオープンキャンパスは  年当時も始められていました｡ 受験生が来ましたら色





の多さでカバーしていたという面がありました｡ しかし, 実験設備や器具も進歩しますし, ス
タッフ数が多いというだけでは, 来る  世紀には生きられないなというふうに感じました｡ そ





した｡ そこで, こちらも見直しを提起し, 現  号館を建てる際に, 広さ, 標準備品などの研究





当初なかなか大変でしたが, 研究施設の現状, 研究室の現状, 実験施設の現状, 教室の現状,
学部予算の現状, 大学財政の現状等々, すべて明らかにしていったわけであります｡ そして統
一基準を設けて今後の大学運営をしていきましょうと提案した｡ いろいろなデータがオープン
にされてくると, 反対意見がだんだんおさまり, そのうち反対意見は全くなくなり, 基準作り
の議論へと向かっていかざるを得なくなったのです｡ けっこう激論を交わしましたが, 日々結
論に向かって収斂していきまして, 議論が軌道に乗ってきますとなかなか楽しいものでありま
した｡ こうして, オープンな議論をしていけば必ず一定の結論に収斂していく｡ このことを学
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でしたが, その後    年に第  代押見総長になりまして, 実は, このときも流れで総長室の仕
事の手伝いをすることになりました｡ この時はソフト面の基準作りとなりました｡ かつての総
長室と学部の個別交渉型の名残がありましたから, 学部の予算規模にかなりのばらつきがあり




教の違いはありますが, やや似た雰囲気がありました｡ それで, こうした問題を検討している
職員と龍谷大学まで行きまして, 様々な資料をいただき, 経験談もお聞きして, 立教大学に持




















りました｡ その時, 実は経済学部では情報処理入門の授業がスタートしまして, 助手の皆さん
変革期にある統計, これからが面白い！   
  ) 拙稿 ｢立教大学のキャリア支援―理念と目標｣ 『立教』     年冬号｡ 拙稿 ｢学士課程教育の充実に
向けて｣ 『      』       立教大学,     年３月｡





ータを扱い, 自ら分析していく, その過程で  の操作も習得していく, こういうコンセプト
になっています｡ ここが大事な点です｡
ということは, 経済データを分析するわけですから, 情報処理の専門家では授業担当はなか
なか難しい｡ そこで, 学部のスタッフでなるべく担当しようということになりました｡ むろん,
それは負担が大きくて大変だ, こうした授業はやめてはどうかという声が上がった時期もあり
ました｡ そうした崩壊ムードが生まれたころ統計学の担当教員がコーディネーターに復帰しま
して, 授業担当を助手, 今は助教といいますけども, そうした若い研究者の皆さんにお願いし
て, 授業を行うようになりました｡ もちろん助教の皆さんはそれぞれの研究テーマを持ってい
るとともに,   スキルもある｡ ですから, 助教に着任してすぐに  人クラスの授業をもって
もらってもけっこう上手に授業展開をしていただくことができるわけであります｡
ただ,   クラスありますから, 習得水準がクラスによってあまり違ってはならない｡ そこで,    年代の半ばごろから共通テキストを使うようになりました｡ 簡易版を作り, 授業実践を通
じて改訂に改訂を重ね,     年  月に前期用のテキストである上巻が完成し,     年度から使




った｡ そこで, 他大学でも使える版として大幅改訂し, ようやく上巻・下巻のセットとして完
成したわけであります  )｡ 退職の直前ですが, 何とか間に合ったということで喜んでいます｡
もちろん全員履修型の授業ですので, 執筆者が印税をもらうということはしていません｡ 若い
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  ) 菊地進・岩崎俊夫編著 『経済系のための情報活用１』, 実教出版,     年  月｡ 同 『経済系のため
の情報活用２』, 実教出版,     年３月｡
いました｡ 統計が大事だという議論が社会の中でずいぶん出てきました｡ 若い医学系の研究者
で ｢統計学は最強の学問｣ であるとアドバルーンを上げた方もいます｡ なかなか我々はそうい






少時間をかけて検討した｡ そして, もし作るのであれば, 社会調査士資格や社会調査教育だけ
でなく, 情報教育, 統計教育も取り扱うセンターとして設立を考えてはどうかという提案をし,
ほぼ全学の合意を得たところでした｡
そうしたところ,     年, 麻生政権の終わりの頃でしたが, 大型の補助金が出るということ
になった｡ センター設立で検討を進めてきましたので, ちょうどタイミングよくこの補助金へ


















  ) 拙稿 ｢   設立の経緯と今後への期待｣ 『社会と統計』 創刊号, 立教大学社会情報教育研究センタ
ー,     年３月｡ センターの名称ならびに紀要の名称については, 私の提案が取り入れられたもので







ある長野県栄村, 冬は雪に閉ざされますが, 皆さん元気にやっておられます｡ それから愛媛県
の東温市や松山市, こうしたところに調査に行き, 市長から依頼された, 市内企業分析の報告
書などを作ったりしてきました  )｡     年には日本統計協会から統計活動奨励賞を頂いたりも
しています｡ 対外的にも期待されておりますので, これからを担う皆さんに, 今後も頑張って
いただきたいと思います｡
７. 統計改革, 利用の便宜拡大
さて, それではこれから本題に入ります｡ 本日の論題を ｢変革期にある統計, これからが面
白い！｣ としました｡ 先ほども述べましたように, 退職するのに, これからが面白いとはなに
かと思われていることと思います｡ しかし, これが私の今の実感であります｡
(1) 社会の情報基盤としての統計
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    年１月｡  ) 立教大学社会情報教育研究センター政府統計部会 『３.  震災を乗り越え, 結いの心で美しい自然
を守る―豪雪の地：長野県栄村を統計で捉える』,     年３月｡ 同 『３.  震災, 復興への課題と統計
情報の役割―結いの心で築く新生栄村』,     年３月｡ 同 『幸せ実感都市松山を支える中小企業』, 三
恵社,     年８月｡ 同 『輝きに満ちたまち東温市を支える中小企業』, 三恵社,     年８月｡  ) 拙稿 ｢統計改革と統計法の改正｣ 『経済』     年  月号, 新日本出版社,     年  月｡ 拙稿 ｢統計
法改正と行政改革・地方統計｣ 『行財政研究』      ,     年７月｡
ります｡ これを作るのはけっこう大変だったようですが, 何とか出来上がった｡ 日本の場合は,
各省庁がばらばらに統計を作る, 総務省, 経済産業省, 厚生労働省, 財務省等が自らの行政施
策展開のために必要とされる統計をそれぞれ独自に作成する｡ これを称して, 分散型統計機構
というわけですが, 利用者の側からすると, 参照するのに各省庁のサイトに行かなければなら




報についても, 基本的なところはここから入手できる｡ 最初の頃は,   教室から一斉にアク
セスするとたちまちスピードが落ち, どうしようもなかったのですが, 今はまったく問題あり
ません｡ ｢図表で見る日本の指標統計｣ というコーナーもある｡ 指標を選ぶだけで結果をグラ
フ付きですぐに見ることができる｡
｢市町村の姿｣ というコーナー, これもすごいです｡ 地図上で任意の自治体を選ぶ, 複数選
ぶこともできますが, そうするとその自治体の人口から教育環境, 財政力指数など基本情報を
すぐに捉えることができる｡ 人口など類似規模の自治体を抽出し, その比較を行うこともでき







は, 商圏の人口分布, 年齢分布, 事業所分布など公的統計の結果を踏まえることも必要です｡






統計   と呼ばれている｡ 利用登録が必要ですが, ｢政府統計の総合窓口｣ の ｢地図による小








用意されるようになってきている｡ 近年, 人口減少社会への突入が本格化する中で, 行政のデ
ータをもっとオープンにしていかないと様々な議論に堪えられないとして, オープンデータ推
進事業が始まっております｡ 国のみでなく地方自治体でもそれに取り組んでいる｡
先日, 寒かったですが北海道を回ってきまして室蘭市にも行ってきました｡ というのは, 北
海道では室蘭市がこうした取り組みが最も進んでいるからです｡ 行政の持っているデータを順
次オープンにする, そのための方針を明確にして事業が進められている｡ そして, 大事なこと
は,    ソフトに取り込むことが可能なようにこれが進められている｡ 図６は, ごみ袋・ご
み処理券を取り扱っている店舗のポイント情報を市内地図に載せたものです｡ 室蘭市は, 店舗




ました｡ 調査内容は事業所名, 住所, 事業内容, 売上状況, 取引状況, 立地メリット, 経営上
の問題点, 行政施策の利用状況等々でした｡ 行政はその結果を踏まえ, 中小零細企業振興基本
条例を作り, 振興会議 (円卓会議) を作り, 振興計画作りに入ってきているわけであります｡
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図６ 室蘭市のオープンデータとGIS
問題はこうした調査結果が本当にそうした議論に十全に生かされたかどうかであります｡ 通
常は, 項目別に集計を行い, 時にはキー項目を使ってクロス集計を行う｡ それで, 特徴的な結
果についてはグラフ化して見やすくする｡ 通常の利用方法はこのようになります｡ ところで,










振興会議おいては, 市内事業所のポイント情報を捉えながら, 周辺の人口, あるいは事業所
分布を見ていくということで議論をしていかないといけない｡ 統計局の統計   では, 一定
















気になりましたので,     年ぐらいから全国の自治体を回りました｡ 企画部門, 商工部門, そ
して統計課へのヒアリング調査です｡ 眼目は統計課ですね｡ 元気でやっているのかどうか, 統
計学の授業担当者としては, そのことが知りたかったわけであります｡
(1) 地方統計セクションを訪ねて
それで, 実際に回ってみますと, なかなか大変であるということがわかってきました｡     
年代後半に, 国も地方も財政削減が求められてきていまして, そのための集中改革プランの策
定と実施が迫られていた｡ 統計部門も例外とはなりませんから, 当然財政削減によって独自の
統計事業が廃止される｡ また, 調査環境も悪化してきていまして, 調査員が大変苦労する｡ 調
査票を持っていっても会うことすらできないというケースが増えてきている｡ それから, 行政
の皆さんは異動が速く, ３年で多くの場合異動となる｡ そのため, 統計人材がなかなか育成さ
れない｡ このようにいろいろな問題があることが明らかになってきた｡ ですので, 回りだして
非常に不安になってきました  )｡
一方で統計法が変わって, ｢社会の情報基盤としての統計｣, 地方でいえば, ｢地域における
社会の情報基盤としての統計｣ の充実が目指されなければならない｡ しかし, その大元がグラ
グラしていたら, ｢地域における社会の情報基盤としての統計｣ など実現すべくもない｡ そう
なると, 地域振興計画などもぐらぐらせざるを得なくなる｡ いろいろ聞いてみると, 統計部署
には異動を好まない傾向があるという｡
それで, これはまずい, 変える一助となりたいと思ったわけであります｡ そのようなことを
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  ) 『地方統計の利活用と活性化』 (共)     ‒  年度文部科学省科研費 (代表；菊地進) 研究関連報告




かりでなく, 頑張っているケースもある｡ 当事者は気が付かなくとも, こちらから見るとこれ
























ことに気が付いていきます｡ そして, 研究成果を研究会の中だけでなく, 庁内テレビで発表す
る, 議員対象にプレゼンする, こうなると好循環の波に乗るようなもので, 研究に一層拍車が
かかるということになります｡ 岐阜県のホームページにその記録が残っていますので是非ご覧
いただきたいと思います｡











はないかとして, 私もあちこちで紹介しました｡ そのうち, 各県統計課の皆さんもそれを聞い
て, この担当者を講演に招いたり, 統計局も研修所の講師に呼ばれたりと, かなり知られるよ




いますと, 統計課に戻りまして, 統計セクションとしての基本業務をやるとともに, 地域の統
計教育に力を入れることとなりました｡ 地域の中高生に県の状況についてきちんと知ってもら
いたい, データでちゃんと捉えてもらいたいということで, データ活用講座をやるようになっ
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に将来人口の推計を行っています｡ その中位推計をもとに,   歳未満,   ～  歳,   歳以上に
分けて将来人口の推移をみると, 生産活動の中心となる  ～  歳人口は, 構成割合でみると低








ば公共施設についても, どこにあって欲しい, どこを減らすな, こういう激論が起こってくる｡
変革期にある統計, これからが面白い！   
図８ 年齢層別将来人口 (社人研, 中位推計)
新潟市都市政策部   センターの長谷川普一さん, 本日お見えですが, これから公共施設の
維持にどれくらい費用が掛かるか, 維持する費用は確保できるか, こうした課題に取り組みま














しまう｡ というよりも, そうしたことを議論できる自治体はまだ本当に少ない｡ ２月初めに北
海道を回りましたけれども, そこまで取り組める自治体は１自治体だけでした｡ 先ほどの室蘭
市だけです｡




成と統計・   』 を開きました｡ 総務省統計局, 新潟市, 柏市, 岡谷市, 統計情報研究開発セ
ンターからご報告をいただきました｡ いずれも, 統計と   の活用に熱意を持たれている方
であります｡ 当日は雪がかなり降りまして足もとが悪かったのですが, 国・自治体から  機関  名の方が参加されました｡ 特に地方自治体の方が多く, 関心が広がってきていることがわか
りました｡
柏市では緑地行政, 公園緑地をどう確保するかが課題になっています｡ 人口の増えている地

















そして必ず基準を作る｡ みんなで議論をしたら, どこかで落ち着かなければいけない｡ その
ためにはみんなが守る基準を作ることが大事です｡ これは中央行政もそうですし, どこの大学
でもそうです｡ きっと民間企業でもそういうことが言えるのではないかと思います｡ それと,




  ) 拙稿 ｢地域における社会の情報基盤としての統計｣ 『立教経済学研究』 第  巻第４号,     年３月｡
９. これから取り組みたいこと
























興基本法を作りました｡ 小規模企業というのは従業員５人以下の企業で, なかなか調査, 特に
継続的な調査というのはできていません｡ 今後, 国としては小規模企業振興基本計画を作り,
その進捗管理も行っていくということになります｡ したがって, この小規模企業の営業動向を
把握して, 施策に反映させていくことが課題になってくる｡ 国や自治体においてですね｡ そこ
で, 商工団体の協力を得ながら, 年２回ほど調査をやって, 先ほどご紹介した   調査のよ
うな一定の意味のあるところへもっていきたいと思っております｡ この４月以降, これが動き





したが, 少し元気が足りないなと思うところが全体として多い印象でした｡ ですから, この  
年ほどの間, 統計局の統計研修所, 地方自治体, 経営者団体などで, 統計の大事さ, 統計を通
じて情勢分析をどう行うか, このあたりの話をさせていただいてきています｡
統計局の統計研修所はいま新大久保から離れ, 西国分寺の方に移っているのですが, そこで
の講習には各地の自治体の方や国の機関の方が参加される｡ 私は, そこでは統計の基礎, 政策
形成と統計, そういう話をさせていただいている｡ それから, 都道府県の統計課が市町村の職
員向けの統計研修を行っています｡
引き続きこういう取り組みもサポートしていきたいと思っていまして, 実は３日後の来週火











められたのでということで来ました｡ そうしたら, やけに丁寧に見ていくのです｡ 各器具, そ
れから外側の給湯器とか, やけに丁寧に見ていく｡ きちっと点検してくれるのはありがたいと
思っていましたら, 最後にアンケートをとる｡ どれぐらい電力を使っていますか, 来年から電
力が, 東京電力だけじゃなく他の事業体からも買えるようになりますが, そういうことに関心
がありますか｡
つまり, 点検, 器具の点検ではあるのですけども, 同時にマーケティングリサーチを行って










南の方に秋山郷という地域がある｡ ここへ行ったことがありました｡ 冬になりますと, 雪で閉
ざされてしまうなかなか大変なところです｡ そこから苗場山に登ることができまして, 一回だ
けそこを皆さんにサポートしていただいて登ったのですけれど, 緑豊かでとても良いところで
した｡ しかし, この秋山郷は, 冬は雪に閉ざされてしまって本当に大変なところです｡ 先日,
ある  番組で, 秋山郷で暮らす方へのインタビューが行われていました｡
スタッフの一人が ｢ここは雪で大変ですね｡ どうして他に移らないのですか｣ と聞くと, そ
の住民の方が ｢雪がこんなにたくさん積もっているときは大変だよ｡ それはその通りだ｡ その
局面だけを見れば｡ だけどこれがいずれ水となって恵みとなって還ってくる｡ これがいいのだ
よ, だからみんなここにいるのだよ｡｣ というお話をされていました｡ エネルギーの問題を考
えるとき, あの感覚というのは, やはり覚えておかなければならないのではと思いました｡ そ
んなことも考えながら, エネルギー問題のことを考えていきたいと思っています｡
地方自治体でもきっとそうですね｡ エネルギー支出をどうするかという問題, もう議論が始
まっていると思いますが, 大きな検討課題になってきます｡ こういったところを調査, 研究し
て, 情報発信をしていきたいということで, 実は 『特定非営利活動法人アジア環境・エネルギ
ー研究機構』 の認可を申請しております｡ 東京都の担当部署に申請しましたが, 本当に書類が
細かく, 住民票の住所の字の違いまで指摘されました｡
今年に入って大変残念な事情があり, 昨年設立総会を開いたものの, 再度開く必要が生じ,
目下, 認可申請中ということになっています｡ そこでの一研究部門として, 私が副理事長とし
て ｢エネルギーシフト研究｣ のところを担当しています｡ 理事長は, 第  代, 第  代立教大学
総長の大橋英五先生です｡ 退職された丸山恵也先生, 小西一雄先生, 前畑憲子先生, 北川和彦
先生など経済学部関係の先生方も参加されています｡
大橋総長時代の総長室のメンバーがまた集まっているという印象を持たれがちですが, そう




それから, もう一つ取り組みたいのは, やはり統計と   についての研究です｡ 統計研究
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者ですので,    についてはあまり習得できていません｡ しかし, 退職が近づくにつれてそ
の大事さがわかってきた｡ 本日お越しの長谷川普一さんにも教えていただきながら, この活用
を勉強したいと思っております｡ 統計と   に関するシンポジウムを開くといつも問題にな













ただきました｡ また, 学内外でお世話になった多くの方にもご参加いただきました｡ この場を
お借りして心より御礼を申し上げます｡
変革期にある統計, これからが面白い！   
